
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－006） 

 

１ パラオ政府観光局によると、中華航空の 4 月から 5 月下旬までのフライト

が、予約が少なかったためキャンセルされた。台湾は引き続き新型コロナ発生

地域からの帰国者に対して厳格な入国制限を課している。台湾メディアによる

と、4 月 13・14 日にパラオで開催された第 7 回アワ・オーシャン会議に参加し

た台湾代表団のほぼ半数が帰国した際に新型コロナ陽性となっており、パラ

オ・台湾間の「無菌回廊（sterile corridor）」はもはや無菌ではなくなって

いる。パラオ・台湾間のフライト再開は、パラオの医療紹介プログラムとパラ

オでは利用できない医療を必要とする患者にとって重要なものだ。 

原文 

（26th April 2022, Island Times） 

 

２ パラオは第 7 回アワ・オーシャン会議で 2032 年までに 100％再生可能エネ

ルギーを達成することを約束した。ウィップス大統領は共和国施政方針演説で、

「100％再生可能エネルギー達成の強力なパートナー探している。年末までに

将来のパートナーとの再生可能エネルギー計画を完成させることを楽しみにし

ている」と述べている。 

原文 

（29th April 2022, Pacific Island Times） 

 

３ ミクロネシア連邦（FSM）は、ヤップ島北方の延長大陸棚の権利を主張し、

主張している地域の一部は、パラオと日本によって主張されている地域と競合

している。同国の Gallen 司法長官は、国連海洋法条約第 76 条に基づき、国連

の大陸棚限界委員会（CLCS）に正式に申請を提出した。一方、FSM 政府は声明

で、「この問題の結果がどうであれ、FSM はパラオ及び日本との外交関係を強

く保つ」と述べた。FSM 政府職員は、申立ての提出に先立ち 4 月 22 日にパラオ

及び日本に相談したとし、現在のところ、両国から異存はないと述べた。 

原文 

（26th April 2022, Pacific Island Times） 

 

４ オーストラリア政府は、ミクロネシア連邦のチューク環礁にある第二次世

界大戦時の沈没船からの油流出リスクに対処する取り組みを強化するプロジェ

クトに資金を提供する。オーストラリアの資金は、太平洋地域環境計画事務局

（SPREP）および Major Project Foundation を通じて、日本政府が実施してい

る既存の取り組みを支援する。支援は 212 万豪ドル(※約 150 万 US ドル）規模

で、2024年 6月まで実施される。 

https://islandtimes.org/taiwan-flights-to-resume-in-late-may/
https://islandtimes.org/blue-planet-foundation-keen-to-help-palau-and-its-100-renewable-energy-goals/
https://www.pacificislandtimes.com/post/fsm-competes-with-palau-japan-over-claims-on-continental-shelf-north-of-yap


原文 

（27th April 2022, Kaselehlie Press） 

 

５ マーシャル諸島は、最新の米国の人権報告書で、民主的慣行と自由度につ

いて高い評価を受けた。一方、複数の汚職事例があり、「数は少ないが高官が

汚職で起訴された」とした。 

原文 

（29th April 2022, Marshall Islands Journal） 

 

６ ユナイテッド航空は、（※マーシャル諸島マジュロ国際空港等を発着する）

アイランド・ホッパーを 5月 11日から週 2便に増便すると発表した。火曜日と

木曜日はグアム向け、月曜日と水曜日はホノルル向けに運航する。 

原文 

（29th April 2022, Marshall Islands Journal） 

 

７ アジア開発銀行（ADB）は自由連合盟約（コンパクト）3 か国（マーシャル

諸島、ミクロネシア連邦、パラオ）の経済を比較する「自由連合国におけるコ

ンパクト資金援助終了による経済的影響（The Economic Impacts of the End 

of Compact Grant Assistance in the Freely Associated States）」を発表し

た。（※各国の経済構造（民間セクターの占める割合が上記の順にそれぞれ

33％、22％、47％など）、財政構造（税収の占める割合がそれぞれ 22％、14％、

41％など）について原文に記載。） 

原文 

（29th April 2022, Marshall Islands Journal） 

 

８ 日本政府はソロモン諸島に対し、同国と中国の安全保障協定を尊重し、同

国の主権の決定に干渉しないと明言した（has assured）。ソロモン諸島政府の

声明によると、本件はソロモン諸島を訪問中の上杉外務大臣政務官とソガバレ

首相との会談で強調された。 

原文 

（28th April 2022, Solomon Star） 

※参考：外務省（リンク参照） 

 

９ ソロモン諸島警察の（巡視船の）船橋当直員が研修に参加するためオース

トラリアを訪問する。研修はケアンズの Technical and Further Education：

TAFE）で 5 週間実施される。研修は、以前はタスマニア・ローンセストン所在

の Australian Maritime Collegeで実施されていたが、TAFEに移された（※SRO 

News20-050参照）。 

原文 

（27th April 2022, Solomon Star） 

 

 

https://www.solomonstarnews.com/japan-respects-security-deal/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press1_000845.html
https://www.solomonstarnews.com/police-officer-off-to-aussie-for-training/


 

  



 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 


